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令和７ 年度 未来へト ビタ テ！おかやま留学応援事業（ も のづく り 人材コ ース）  

募 集 要 項 

 

未来へト ビタテ！おかやま留学応援協議会（ 以下、「 本協議会」 と いう 。） では、 未来へト ビタ

テ！おかやま留学応援事業（ も のづく り 人材コース）（ 以下、「 本事業」 と いう 。） における派遣学

生を募集し ます。  

本要項は、 本事業で募集する派遣学生の要件やプログラ ムの内容等を定めたも のです。  

 

１ ． 趣旨 

本事業は、産学官で構成する本協議会が主体と なり 、県内理工系大学生等に海外留学及びグロ

ーバルに活躍する県内企業を知っても ら う 機会を提供するも のです。本県の企業は、それぞれ特

色ある産業、 技術、 素材等を有し ており 、 継続的な発展、 成長に向けて、 海外市場への展開など

一層のグロ ーバル化が求めら れています。 そこ で、 本事業を通じ て、 県内も のづく り 産業へ貢献

するグローバル人材を育成し ます。  

また、派遣学生同士の絆や岡山県と の結びつきを強めるため、Ｓ ＮＳ を活用し たネッ ト ワーク

で派遣留学生を繋げるこ と で、 派遣留学生の交流・ 情報交換の場を設けると と も に、 県事業や県

内企業の情報提供を行います。  

 

２ ． 事業の概要 

本事業は、 県内の大学等（ ※１ ） に在籍または本県の高等学校等（ ※２ ） を卒業して県外の大学

等に在籍する理工系学生（ ※３ ） に対し 、 諸外国及び諸地域（ 以下「 諸外国等」 と いう 。） への留

学に必要な経費の一部を奨学金等と し て支給するこ と により 、県内も のづく り 産業へ貢献するグ

ローバル人材の育成を目指すこ と を目的と し 、諸外国等への留学及びグローバルに活躍する県内

企業等の企業研究セミ ナーを組み合わせたプログラ ムで構成し ます。  

 本事業により 支援する留学は、在籍大学や諸外国等の教育機関が提供する留学プログラ ムでの

学修活動と し ます。 また、 企業研究セミ ナーを通して、 県内企業について理解を深めるこ と によ

り 、地域に対する愛着心や貢献し たいと いう 志を醸成するほか、例えば留学先において岡山県の

も のづく り の魅力を発信する活動や、 帰国後に留学で得た成果等を活用・ 発信する活動に、 それ

ぞれ取り 組んでいただきます。  

 

 

 

＜未来へト ビタ テ！おかやま留学応援協議会＞ 

岡山県経済団体連絡協議会、 一般社団法人岡山県商工会議所連合会、 岡山県経営者協会、  

一般社団法人岡山経済同友会、 岡山県中小企業団体中央会、 岡山県商工会連合会、  

大学コンソ ーシアム岡山、 一般社団法人岡山県国際経済交流協会、  

一般財団法人岡山県国際交流協会、 独立行政法人日本貿易振興機構岡山貿易情報センター、 

岡山県、 公益財団法人岡山県産業振興財団 
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 ※１  大学、 大学院、 短期大学、 高等専門学校（ ４ 年次以上）、 専修学校（ 専門課程）  

 ※２  高等学校、中等教育学校後期課程、特別支援学校高等部、高等専門学校（ ３ 年次以下）、

専修学校（ 高等課程）  

 ※３  主に理学部、 工学部、 農学部、 情報工学に関する学部などのいずれかの領域を専攻する

学生と し、 対象学部にあたるかどう か不明な場合は、 個別に判断する。  

 

３ ． プログラ ム 

 プロ グラ ムの内容等は次のと おり と します。  

 ※こ のプログラ ムは、文部科学省及び独立行政法人日本学生支援機構が実施主体であるト ビタ

テ！留学JAPAN新・ 日本代表プログラ ムと は異なるため、 ト ビタテ！留学JAPAN新・ 日本代表

プログラ ムにおける学生コミ ュニティ ・ 事前事後研修への参加はできません。  

（ １ ） 留学計画 

   本事業で支援する留学計画は、 次の①～④に掲げる要件を全て満たす計画と し ます。  

 ①留学プログラ ム 

原則と して、 在籍大学等や諸外国等の教育機関が提供する留学プログラ ム 

②留学地域 

地域は問わない。  

※岡山県の友好提携先（ 中国江西省、 オースト ラ リ ア南オースト ラ リ ア州、 イ ンド マ

ハーラ ーシュト ラ 州（ プネ市、ピンプリ チンチワッ ド 市）、韓国慶尚南道） 内の教育

機関に留学し 、 友好提携先と 交流活動を行う 場合は、 審査において、 加点対象と する 。  

    ③留学期間 

１ ４ 日以上３ か月以内（ １ か月以上を推奨）  

※留学期間と は、受入許可書等に基づく 実際の活動の開始日から 終了日までの期間の

こ と であり 、 渡航及び帰国に係る期間は含まれない。  

※令和７ 年( 2025年) ４ ～５ 月に実施予定の企業研究セミ ナー後から 令和８ 年( 2026

年) ３ 月31日（ 火） までに諸外国等において留学を開始する（ 渡航日ではなく 、 プ

ログラ ム開始日と なり ます。） 必要がある。  

※留学期間終了後、 １ か月以内に帰国する必要がある。  

    ④その他 

 ・ 留学先における各受入機関（ 以下「 留学先機関」 と いう 。） がそれぞれの留学開始前

までに確保できる計画 

  ※留学先機関と は、 現地の法人・ 団体等の機関であり 、 個人によ る受入れは認めら

れない。  

  ※留学先機関がなく 、 毎月の在籍確認を取れない計画は、 支援の対象外と する。  

  ※留学先において、 本県のも のづく り の魅力を発信する活動や県内も のづく り 企業

のＰ Ｒ が含まれている計画は、 審査において加点対象と する。  

 ・ 日本の在籍大学等が、 教育上有益な学修活動と 認める計画 

 ・ 帰国後に、 留学で得た成果等を活用・ 発信する活動が含まれている計画 
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 ・ 留学先機関の所在地が、 外務省の「 領事サービスセンター（ 海外安全相談班）」 の情

報提供サービス等における「 海外安全ホームページ」 上「 レベル２ ： 不要不急の渡

航は止めてく ださ い。」 以上に該当する地域ではない計画 

※危険情報及び感染症危険情報については、留学先機関の所在地が応募時点で「 レ 

ベル２ 」 以上であっても 、 応募・ 選考に差し支えないが、 留学計画開始時点及び

留学計画開始後に、「 レベル２ 」 以上と なった場合は、 原則と し て、 月額奨学金

の支給対象外と する。  

（ ただし、 速やかな帰国が困難と 在籍大学等が判断する場合を除く 。）  

（ ２ ） 成果報告 

   本協議会が実施する次のいずれかのプログラ ムに参加し 、 留学先での活動成果及び企業

研究セミ ナーでの体験を発表するこ と 。  

   ・ 県内壮行会   令和７ 年(2025年) ８ 月上旬 

・ 成果報告会   令和８ 年( 2026年) ２ 月中旬 

（ ３ ） 企業研究セミ ナー 

・ 留学前後に計２ 日間程度、 計３ ～５ 社程度の企業研究セミ ナーを実施する。  

・ 訪問時期、 訪問先企業は、 派遣学生選考後に決定する。  

・ 企業研究セミ ナーは、 グロ ーバルに活躍する県内企業（ 協賛企業） を訪問し 、 企業活動

などについて意見交換を行う も のと し 、 留学先での魅力発信活動や、 帰国後に留学で得

た成果等を活用・ 発信する活動に活用するも のと する。  

（ ４ ） 派遣留学生のネッ ト ワーク への参加 

   派遣留学生ネッ ト ワーク に参加するこ と 。 また、 派遣留学生ネッ ト ワーク における留学

機運醸成のための活動、 支援企業等に対する留学計画や活動報告・ 成果等の情報の提供等

の各種活動等にも 出来る限り 積極的に参加するこ と 。  

（ ５ ） 未来へト ビタテ！おかやま留学応援事業広報への協力 

   派遣留学生は、 未来へト ビタテ！おかやま留学応援事業の広報に出来る限り 協力するこ

と 。 留学から 帰国後は、 広報活動に取り 組むと と も に、 未来へト ビタテ！おかやま留学応

援事業広報に出来る限り 協力するこ と 。  

 

４ ． 支援の内容 

派遣学生には、 奨学金、 往復渡航費及び授業料（ 以下「 奨学金等」 と いう 。） を支給し ます。  

（ １ ） 奨学金等の内訳 

別紙１ を参照。  

※奨学金等の支援額は、 応募時の留学計画における第１ 希望の留学先に基づいて決定する。  

（ ２ ） 奨学金等の支給方法 

派遣学生への奨学金等の支給は、 在籍大学等を通じ て口座振込により 行う 。  

留学期間中は、 奨学金受給のために、 毎月、 留学先機関での在籍の確認を報告する必要が

あるため、 在籍大学等と の連絡がと れるよう にするこ と 。 事務手続等についての詳細は別途

案内する。  
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５ ． 支援予定人数 

３ 名（ 予定）   

※実際の支援人数は、 応募・ 審査の状況等により 変動する。  

 

６ ． 派遣学生の要件 

本事業で支援する派遣学生と は、日本国籍を有する学生又は応募時までに日本への永住が許可

さ れている学生で、 次の( １ ) ～(11） に掲げる要件を全て満たす学生と し ます。  

（ １ ） 「 ７ ． 派遣学生の責務」 を全う する意思のある学生 

（ ２ ） 日本の大学等において、 卒業又は学位取得を目的と し た課程に在籍する学生 

（ ３ ） 日本の在籍大学等が派遣を許可し 、留学計画書に記載さ れた留学先機関が受入れを許可す

る学生 

（ ４ ） 原則と し て、独立行政法人日本学生支援機構の第二種奨学金に掲げる家計基準を満たす学

生 

※ただし、 家計基準を超える場合であっても 応募するこ と ができる。 多様な留学計画の支

援と いう 観点から 、 応募者の状況を勘案し て家計基準を満たす者と みなし て採用する 。 

※家計基準の判定は、 令和７ 年（ 2025年） ４ 月１ 日時点の学籍身分（ 見込） で行う こ と 。

在籍大学等に家計の所得がわかる直近（ 2023年１ 月から 12月） の必要書類を提出し、 家

計基準を満たすかを確認するこ と 。  

（ ５ ） 留学に必要な査証を確実に取得し 得る学生 

（ ６ ） 留学終了後、 日本の在籍大学等で学業を継続又は学位を取得する学生 

※採択さ れた留学計画の期間中であっても 、 卒業等によ り 日本の大学等に在籍しなく な

った場合は、 派遣学生の採用を取り 消し 、 既に支給している奨学金等の返納を求める

ため、 在籍し ていた大学等を通じ て速やかに本協議会へ連絡するこ と 。  

（ ７ ） 令和７ 年（ 2025年） ４ 月１ 日現在の年齢が30歳以下である学生 

（ ８ ） 他団体等が実施する海外留学のための給付型奨学金（ 例： 官民協働海外留学支援制度～

ト ビタテ！留学JAPAN新・ 日本代表プログラ ム～） を受給し ない学生 

※他団体等が実施する海外留学のための給付型奨学金と 併願するこ と は可能であるが、 そ

の申請状況や奨学金の受給決定等については、 都度本協議会に報告するこ と 。  

（ ９ ） 令和７ 年度未来へト ビタテ！おかやま留学応援事業（ 学生コース） に応募し ていない学生 

（ 10） 過去に本事業及びおかやま若者グローバルチャレンジ応援事業（ 令和２ ( 2020) 年度まで実

施） の派遣学生と し て採用さ れていない学生 

※過去に派遣学生と して採用さ れた後、 本人の責によら ず渡航前に辞退し た学生は、 支援

の対象と する。  

（ 11） 県内の大学等に在籍または本県の高等学校等を卒業し て県外の大学等に在籍し 、県内企業

等への就職や起業などにより 、 本県の発展に貢献するこ と を希望する理工系学生 
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７ ． 派遣学生の責務 

（ １ ） 県内壮行会、 成果報告会、 企業研究セミ ナー等へ参加するこ と 。  

（ ２ ） 留学計画に記載し た活動内容に真摯に取り 組むこ と 。  

（ ３ ） 帰国後に、 留学で得た成果等を活用・ 発信する活動に取り 組むこ と 。  

   ※本協議会の構成団体等が実施する留学促進事業への参加・ 協力を含む。  

（ ４ ） SNS等（ 本協議会のSNSを含む） で積極的に自身の活動を発信し 、 派遣学生同士の交流を図

ると と も に、 留学を検討する学生の機運を高めるこ と 。  

（ ５ ） 進路状況を把握するためのフォローアッ プ調査等への回答 

※進路に応じ て、本協議会から 、岡山県へのI JUタ ーン就職・ 移住等に係る情報提供や県人

会等への入会・ 参加案内を行う 。  

（ ６ ） 留学先における活動報告書の提出 

 

８ ． 派遣学生を支援するこ と ができる在籍大学等の要件 

派遣学生を支援する在籍大学等は、次の( １ ) ～( ３ ) に掲げる要件を全て満たす必要があり ます。 

（ １ ） 留学中の派遣学生の学修活動状況を適切に管理する体制がと ら れているこ と 。  

（ ２ ） 留学中の派遣学生に対する適切な危機管理体制を有するこ と 。  

※在籍大学等は、 文部科学省が定める「 大学における海外留学に関する危機管理ガイド ラ

イ ン」 を確認の上、 別紙２ 「 大学における海外留学に関する危機管理ガイド ラ インチェ

ッ ク リ スト 」 に記載のある事項について対応できる体制を整備するよう 努める必要があ

る。  

（ ３ ） 派遣学生の支援に係る事務手続を行う 体制を有するこ と 。  

 

９ ． 応募書類の作成及び提出 

応募者は、下記(１ ) で示し た岡山県産業振興財団ホームページ「 未来へト ビタ テ！おかやま留

学応援事業（ も のづく り 人材コース）」 から 、 ( ２ ) に定める応募学生申請書類の様式をダウンロ

ード し て作成し、 在籍大学等に提出し てく ださ い。 なお、 留学計画は、 在籍大学等により 教育上

有益な学修活動と し て認めら れる必要があり ますので、在籍大学等の担当部署等に相談の上、作

成し てく ださ い。  

また、応募以後に転学が決定し ている場合であっても 、応募書類の提出は応募時の在籍大学等

へ行ってく ださ い。  

（ １ ） 岡山県産業振興財団ホームページ「 未来へト ビタテ！おかやま留学応援事業（ も のづく り

人材コース）」  

URL： ht tps: //www. opt i c. or. j p/okayama-ssn/i nf o_ det ai l /show/887. html  

（ ２ ） 応募学生申請書類（ 紙媒体・ 電子媒体）  

①未来へト ビタテ！おかやま留学応援事業（ も のづく り 人材コース）留学計画書（ 様式１ ）  

②留学先機関の受入許可書等、 留学計画の実現性を証明できる文書の写し 

※②については、 申請時に既に用意できている場合のみ添付。  
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（ ３ ） 在籍大学等への提出期限 

在籍大学等への提出期限は各大学等で設定さ れるため、 担当部署等に直接確認するこ と 。 

  ※応募内容は日本語で作成。  

  ※１ ファ イ ル当たり データ量を３ MB以内におさ えて作成。  

  ※欠落（ 不足） や記入漏れ等があった際には、 審査の対象外と なる場合がある。  

   

10． 派遣学生の選考における審査の観点等 

 派遣学生の選考における審査の観点等は次のと おり と します。  

（ １ ） 学修活動の目的・ 目標が適切に設定さ れ、 留学計画がそれら を達成するための内容・ 期間

を十分確保し ているこ と 。 特に、 一次（ 書面） 審査では、 留学計画及び志望動機等を、 二

次（ 面接） 審査では、 留学に対する強い意欲、 留学において得た成果を将来的に地域内で

活用するビジョ ンを有し ているか等を審査する。  

   ※二次（ 面接） 審査については、 応募の状況によ り 、 対面、 オンライ ン又はその他の方法

により 実施方法を決定する。  

（ ２ ） 必要と なる語学力が学修を実施するために適切な水準を満たしているこ と 。  

（ ３ ） 岡山県の友好提携先（ 中国江西省、 オースト ラリ ア南オースト ラ リ ア州、 イ ンド マハーラ

ーシュト ラ 州（ プネ市、 ピンプリ チンチワッ ド 市）、 韓国慶尚南道） 内の教育機関に留学

し 、 友好提携先と 交流活動を行う 場合は加点対象と する。  

（ ４ ） 留学先において、本県のも のづく り の魅力を発信する活動や県内も のづく り 企業のＰ Ｒ が

含まれている計画は、 審査において加点対象と する。  

 

11． 申請書類の提出から 支援までの流れ ※別紙３ を参照 

【 春募集／夏季休業を利用し た留学の場合】  

※今回の応募期間の募集で、 支援予定人数に達し なかった場合は、 追加募集（ 秋募集／春季休業

を利用し た留学の場合） を行う こ と がある 。  

 

   在籍大学等への提出期限 ： 在籍大学等で設定さ れた期限 

 

   本協議会への提出期限  ： 令和７ 年( 2025 年)  １ 月 31 日（ 金） 17 時必着 

 

   書面審査（ 一次審査）   ： 令和７ 年( 2025 年)  ２ 月中旬 

 

   書面審査結果の通知   ： 令和７ 年( 2025 年)  ２ 月中旬～２ 月下旬 

※在籍大学等を通じ 、 応募学生宛てに通知。  

※合格者には、 二次審査の詳細についても 併せて通知。  

 

   面接審査（ 二次審査）   ： 令和７ 年( 2025 年)  ２ 月下旬～３ 月上旬 

審査方法： 応募の状況により 、対面、オンラ イ ン又はその他  

の方法によ り 行う 。  
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   採否結果の通知     ： 令和７ 年( 2025 年)  ３ 月下旬 

 

   留学前企業研究セミ ナー ： 採用決定後に日程調整 

（ 留学後企業研究セミ ナーと 合計で２ 日間程度）  

 

   諸外国等留学の開始   ： 留学前企業研究セミ ナー後から 順次 

 

県内壮行会       ： 令和７ 年( 2025 年) ８ 月上旬 

 

   留学後企業研究セミ ナー ： 海外留学終了後に日程調整 

（ 留学前企業研究セミ ナーと 合計で２ 日間程度）  

 

   成果報告会       ： 令和８ 年( 2026 年) ２ 月中旬 

                

12． 留学計画等の変更 

 採用決定後に、留学の時期や留学先機関等に変更が生じ 、留学計画の内容や支給月数に影響を

及ぼすこ と が明ら かになった場合、派遣学生は在籍大学等を通じ て速やかに本協議会に変更申請

の手続きをと るこ と 。 なお、 計画変更に伴う 支援額の増額は認めら れません。  

※選考期間中に変更が生じ た場合であっても 、 計画変更の手続きは採用決定後になり ます。  

 変更後の計画内容によっては、 再審査の対象と なり 計画変更が承認さ れず、 採用取消し にな

る場合も あり ますので御留意く ださ い。  

 

13． 採用取消し又は支援の打切り 等 

 本協議会は、以下のよう な場合に派遣学生の採用を取り 消し 、既に支給し ている奨学金等の全

額又は一部について返納を求めるこ と があり ます。  

（ １ ） 本要項「 ３ . （ １ ） 留学計画」 「 ６ ． 派遣学生の要件」 を満たさ なく なった場合 

（ ２ ） 留学先機関において懲戒処分を受ける等、 留学の中止が適当であると 認めら れた場合 

（ ３ ） 採択さ れた留学計画の内容に大幅な変更があり 、 再審査の結果、 不承認と 判定さ れた場合

や、 自己都合によ り 途中で辞退する場合 

（ ４ ） 応募内容に悪質な虚偽があると 認めら れた場合 

（ ５ ） 学業不振、 素行不良等が極めて顕著で、 本事業による支援を受けるにふさ わし く ないと 本

協議会が判断した場合 

 

14． その他留意事項等 

 派遣学生は、留学に当たって現地の安全情報に十分注意し 、留学開始後も 随時状況確認ができ

るよう 、 在籍大学等や留学先機関と 連絡を密にするよう にし てく ださ い。  

留学に関する安全情報の収集手段と し て、外務省の「 領事サービスセンター（ 海外安全相談班）」
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の情報提供サービス等を活用し てく ださ い。 なお、 留学先の国・ 地域の状況から 安全な渡航・ 滞

在が困難と 判断し た場合には、留学先の国・ 地域の変更を指示するこ と や派遣学生と し ての支援

を見合わせるこ と があり ます。  

また、「 たびレジ」 に登録するこ と で緊急情報の提供を受けら れるので登録をするよう にし て

く ださ い。（ たびレジ： https: //www. ezai ryu.mof a. go. j p/t abi reg/）  

 

 

［ 海外安全情報等照会先］  

    外務省領事局 領事サービスセンター（ 海外安全相談班）  

〒100-8919 東京都千代田区霞が関２ -２ -１  （ 外務省庁舎内）  

TEL ：（ 代表） 03-3580-3311 

ウェブサイ ト   ht t p: //www. anzen. mof a. go. j p/about _ cent er/i ndex. ht ml  

 

なお、 派遣学生の支援を行う 在籍大学等は、 別紙２ 「 大学における海外留学に関する危機管理

ガイ ド ラ イ ンチェッ ク リ スト 」 に記載のある事項に関し 、 必要な手続き等（ 留学中の連絡先の登

録、 海外旅行保険の加入等） について対応できる体制を整備するよう 努める必要があり ます。 チ

ェッ ク リ スト に記載のある事項に関し て必要な手続き等については、在籍大学等に確認の上、必

ず行ってく ださ い。  

  

15． 面接審査受審上の配慮申請について 

身体等に障害があり 、 面接審査を受審するに当たり 配慮が必要と なる場合は、 その種類・ 程度

に応じ た配慮を行いますので、 事前に在籍大学等を通じ て、 本協議会に相談し てく ださ い。  

 

16． 個人情報の取り 扱いについて 

 本事業への応募に関し て提出さ れた個人情報は、本事業のみに利用します。こ の利用目的のた

め適正な範囲において、 大学等教育機関、 在外公館、 行政機関、 公益法人、 業務委託先及び独立

行政法人日本学生支援機構等に対し、必要に応じ て共有しますが、その他の目的には利用し ませ

ん。  

 

17． 在籍大学等から の照会先 （ 学校担当者専用）  

※応募者は、 在籍大学等を通じ て各手続及び質問等を行ってく ださ い。  

 

公益財団法人 岡山県産業振興財団 総務部 総務企画課 

  【 住 所】 〒701-1221 岡山市北区芳賀 5301（ テク ノ サポート 岡山）  

【 メ ー ル】 tobi tate@opt i c. or. j p 

【 電 話】 086-286-9661 

【 対応時間】 平日8： 30～17： 15まで 
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18． 協賛企業・ 団体について 

 本事業は、事業の趣旨にご賛同してく ださ った多く の支援企業・ 団体の協賛金によって成り 立

っています。  

 

 

 

 

 

＜令和７ 年度 協賛企業・ 団体＞ 



(別紙１)

支援内容 留学先・地域
支給金額

（家計基準内）
支給金額

（家計基準外）
支給時期

北米、シンガポール、欧州（一部国・地域※を除く）、中近東

※除外国・地域

アゼルバイジャン、アルバニア、アルメニア、ウクライナ、ウズベキスタ
ン、エストニア、カザフスタン、キルギス、ジョージア、クロアチア、コソボ、
スロバキア、スロベニア、セルビア、タジキスタン、チェコ、トルクメニスタ
ン、ハンガリー、ブルガリア、ベラルーシ、ポーランド、ボスニア・ヘル
ツェゴビナ、北マケドニア共和国、モルドバ、モンテネグロ、ラトビア、リト
アニア、ルーマニア

アジア（シンガポールを除く）・大洋州・中南米・アフリカ及び
上記除外国・地域

120,000円

※往復渡航費の増額支給について

　・奨学金：

　・往復渡航費： 「支給額確定後、速やかに協議会から在籍大学等へ送金」　→　　「在籍大学等から派遣学生へ支給」

　・授業料：

60,000円

令和７年度（2025年度）奨学金等の内訳 （未来へトビタテ！おかやま留学応援事業（ものづくり人材コース））

原則、当該月に
支給

支給額確定後、
速やかに支給

160,000円

奨学金
（月額）

※支給対象
月１回分

往復
渡航費

　・奨学金（月額）とは、留学期間から算出した支給対象となる月数に応じて支給する金額とする。（カレンダー上の月ごとではない。）

アジア地域　　　　：　100,000円

（アフガニスタン、インド、インドネシア、韓国、カンボジア、シンガポール、スリランカ、タイ、台湾、中国、ネパール、パキスタン、バング
ラデシュ、東ティモール、フィリピン、ブータン、ブルネイ、ベトナム、香港、マカオ、マレーシア、ミャンマー、モルディブ、モンゴル、ラ
オス）

上記以外の地域　：　200,000円

・他団体等から渡航・帰国にかかる支援を受ける場合は、往復渡航費は支給されません。

・円安や急激な物価高騰により留学のための経費の支払いを行えず、渡航前又は渡航後に留学を断念又は留学計画を変更せざる
を得ない等の状況を回避することを目的として、往復渡航費に一律40,000円を限度として増額して支給します。

　・奨学金（月額）は、独立行政法人日本学生支援機構の第二種奨学金に掲げる家計基準を満たしている場合（家計基準内）
　　と超えている場合（家計基準外）で異なります。

「原則、奨学金の支給に合わせて、支給額確定後、速やかに協議会から在籍大学等へ送金」　→　「在籍大学等から派遣学生へ支給」

支給額確定後、
速やかに支給

留学先における授業料相当額（学費・登録料）　：上限300,000円

・学生交流に関する協定等により、留学先機関において授業料不徴収又は全額免除となっている場合は支給されません。授業料一
部免除の場合は、授業料から免除分を除いた差額が支給対象となります。

・海外の留学先機関が本人宛てに発行した請求書をもって授業料相当額を支払います。
ただし、大学間交流協定に基づく交換留学による場合で、留学先機関から在籍大学等宛てに請求があり、その請求に基づき在籍大
学等から本人宛てに請求を行う場合は、その請求書に基づき授業料相当額を支払います。

・宿泊費、食費、渡航費、保険料、ビザ申請料、空港諸税、留学中の交通費・通学費・旅費、大学運営経費、研究室運営経費、教材
費、実験機器購入費、留学斡旋業者手数料は授業料相当額に含みません。

・授業料相当額（学費・登録料）が明確に区分できない場合は支給されません。

（注） 派遣学生への奨学金等の支給は在籍大学等を通じて、それぞれ以下のとおり行う。 なお、奨学金については、在籍大学等において毎月（回）
　　　　在籍確認を行った上で支給する。

授業料

「原則、令和7年度中支給予定分を一括で、協議会から在籍大学等へ送金」→「在籍大学等から派遣学生へ支給」

地域区分①

地域区分②

【奨学金の支給総額の算出】
支給する奨学金の総額は、奨学金月額に、支給対象月の数を乗じた金額とする。
なお、支給対象月の数は、留学期間の日数を31日で除した数（小数点以下切り上げ）とする。

　　奨学金の支給総額 ＝ 奨学金月額 × 支給対象月数

　　支給対象月数 ＝ 留学期間(＝活動期間)の日数 ÷ 31　　※小数点以下切り上げ

【奨学金支給総額表】

家計基準外
地域区分① 地域区分②

(月額16万円) (月額12万円)

14日～31日 1回分 160,000円 120,000円 60,000円

32日～62日 2回分 320,000円 240,000円 120,000円
63日～93日 3回分 480,000円 360,000円 180,000円

奨学金支給総額

留学期間
支給対象月

の数

家計基準内

(月額6万円)



大学における海外留学に関する危機管理ガイドラインチェックリスト

１－１ 「自分の身は自分で守る」という基本原則

渡航先の治安状況を学生自身が事前に熟知し、日本にいるときとは意識を切り替えることにより事件・事故を防ぐこと
ができることを学生に理解させるよう指導しているか。

１－２ 「自分の身は自分で守る」ための心構え

学生に対して、「自分の身は自分で守る」ための心構えについて指導する機会を設けているか。

１－３ 危機等に関する情報収集のためのツールやその活用方法について

学生が留学計画の渡航先を決定する上で、危機等に関する情報を収集する必要性や外務省の海外安全HP等情報収
集のためのツールについて学生に指導しているか。

１－４ 留学中の連絡先の登録について

渡航先での連絡先や国内の緊急連絡先を登録するよう指導しているか。危機事象が発生した場合に備え、留学中は
常に所在を明らかにするよう、留学前に学生に指導しているか。

渡航先での連絡先、国内の緊急連絡先の登録方法等について具体的に指導しているか。

在留届や「たびレジ」の登録の必要性や手続きについて周知しているか。

１－５ 事件・事故等に巻き込まれた場合の対応

海外留学中に生命、身体が危険にさらされるような事態が生じた場合は在外公館の援護等を依頼することが重要であ
ることを周知しているか。また、渡航前に学生に渡航先の在外公館の連絡先を確認させているか。

危機事象の発生の場合の大学側の窓口を事前に学生に周知しているか。

危機事象の発生の場合の学生や保護者からの相談体制は構築されているか。

１－６ 海外旅行保険について

海外旅行保険に加入させているか。その際に補償内容を確認し、保護者にも共有させているか。

大学が学生や保護者から保険加入にあたって助言できるような体制が整備されているか。

１．「自分の身は自分で守る」という学生の意識啓発に向けた取組の実施

２－１ 意思決定ルートの確立

学生が事件・事故に巻き込まれた場合の対応策の決定方法、決定過程、最終的な決定に関し、権限と責任が明確と
なっているか。

２－２ 意思決定の判断基準の策定

外務省の危険情報に応じて注意喚起発出の有無、留学継続の可否等の判断基準を設け、学生に周知共有されてい
るか。

２－３ 学生の海外留学状況の把握

学生の海外留学について、渡航期間、渡航場所、滞在場所などの情報を学生に届出させる体制整備がなされている
か。

２．大学における危機管理体制の整備

（別紙２）



２－４ 留学中の渡航先及び国内連絡先の把握

危機事象発生時に渡航中の学生に情報の伝達、注意喚起、安否確認ができるよう連絡ルートを確保しているか。

学生が事件・事故に巻き込まれた場合にすみやかに連絡が取れるよう国内の学生の緊急連絡先などを把握する体制
を整えているか。

２－５ 大学における学生からの連絡窓口の設置

学生が事件・事故に巻き込まれた場合に日本の在籍大学にも連絡を取れるように指導をしているか。

２－６ 学生の連絡先等に関する安全情報の収集

大学は、各国在外公館HPや「たびレジ」を活用し、学生の渡航先の安全情報を収集し、活用しているか。

安全情報の確認のための学内体制を整備し、危険度に応じてあらかじめ対応方針を定め、マニュアルとして共有して
いるか。

学生が事件・事故に巻き込まれた場合の在外公館を通じた情報収集や現地における情報収集ができる体制を整備し
ているか。

２－７ 学生の連絡体制の確認・共有

関係者間であらかじめ情報伝達ルートを確立し、共有されているか。特に執行部への迅速な伝達体制が整備されてい
るか。

２－８ 関係省庁の連絡先の確認・共有（文部科学省及び外務省）

関係する省庁に情報共有・相談がなされる体制が整備されているか。

２－９ 巻き込まれた学生や周囲の学生等のケア

学生が事件・事故に巻き込まれた場合、家族との連絡や必要なサポートを行う体制を整備しているか。

事件・事故に巻き込まれた学生の周囲にいる学生に対してもケアできる体制が整備されているか。

２－１０ 対外的対応

外部からの問い合わせへの対応のルールを定めているか。対応者として学内責任者から一元的に対応する体制と
なっているか。

学生が事件・事故に巻き込まれた場合に連絡が取れるよう渡航先の最寄りの在外公館の連絡先を把握しているか。

休暇中や夜間を含めた学生からの緊急連絡を受けることができる体制整備をしているか。

２．大学における危機管理体制の整備（つづき）



（ 別紙３ ）

＜春募集／夏季休業を利用した留学の場合＞
・在籍大学等への提出期限：在籍大学等で設定された期限
・本協議会への提出期限　：令和７年(2025年)１月３１日（金）17時必着 凡例

…募集期間
・留学開始可能日：企業研究セミナー後から令和８年(2026年)３月31日（火）まで …企業研究セミナー期間
・留学期間：１４日以上３か月以内（１か月以上を推奨） …留学開始可能期間
（例：令和７年(2025年)８月10日（日）に留学を開始した学生が三か月間留学する場合の留学終了日は令和７年(2025年)１１月9日（日） …留学期間

・県内壮行会：令和７年(2025年) ８月上旬
・成果報告会：令和８年(2026年) ２月頃
　※留学時期により、令和７年度の県内壮行会又は成果報告会に参加できない場合は、次年度の県内壮行会又は成果報告会に参加する。
・留学前後企業研究セミナー計２日間程度（３～５社程度）

＜春募集／夏季休業を利用した留学の場合＞

年度

月 4 5 6 7 8 9 10 11 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

上旬/中旬/下旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上

募集選考等

　※春募集の応募状況により、秋募集／春季休業を利用した留学の支援を行う場合は、別途募集通知を行うが、その場合のスケジュールは以下のイメージ図を参照のこと。

＜秋募集／春季休業を利用した留学の支援を行う場合＞

年度

月 4 5 6 7 8 9 10 11 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

上旬/中旬/下旬 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中 下 上 中

募集選考等

3

2024/R６ 2025/R７ 2026/R８

12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

512 1 2 3 4 12 1 2

令和７ 年度未来へトビタテ! おかやま留学応援事業（ ものづくり人材コース） 　募集・選考・留学スケジュール（ イメージ図）

締切

2024/R６ 2025/R７ 2026/R８

その他

期間

36 7 8 9 10 11

留学期間

留学期間

企業研究セミ ナー

企業研究セミ ナー

募集期間 企業研究セミ ナー

企業研究セミ ナー募集期間

※Ｒ ７ の壮行会兼報告会に
　 参加でき なかっ た場合

壮行会
８ 月上旬

壮行会
８ 月上旬

報告会
２ 月頃予定

締切
１ 月31日（ 金） 17時必着

採否結果通知
３ 月下旬

壮行会
８ 月上旬

報告会
２ 月頃予定

締切
10月上旬の予定

採否結果通知
11月中旬～下旬
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申請書類、 申請データ の作成・ 提出について 

 

（ １ ） 申請書類等のダウ ンロ ード 先及び提出期限 

ダウ ンロ ード （ URL）  

岡山県産業振興財団ホームページ 

ht t ps: //www. opt i c. or . j p/okayama-ssn/i nf o_ det ai l /show/887. ht ml  

応募学生から 在籍大学等への提出締切日 大学等から 協議会への提出締切日 

在籍大学等で設定さ れた締切日 令和７ 年１ 月３ １ 日（ 金） １ ７ 時（ 必着）  

 

（ ２ ） 申請書類、 申請データ 作成に当たっての留意事項等 

様式番号 様式等名称 
申請書類 

（ 紙媒体）  
郵送部数 

申請データ  

（ 電子媒体）  

各様式共通 

・ 様式の変更は基本的には一切行わないでく ださ い。  

・ 項目の追加や削除、 順序の変更はし ないでく ださ い。  

・ 様式のコ メ ン ト 等に従って入力、 作成し てく ださ い。  

・ 入力はパソ コ ンを 使用し てく ださ い。  

・ 表記は日本語と し てく ださ い。  

・ カラ ー、 白黒印刷ど ちら でも 可能ですが、 不明瞭

になら ないよ う に留意し てく ださ い。  

以下の申請データ （ 電子媒体）

を 準備し 、メ ール送付し てく だ

さ い。  

応

募

学

生 

用 

様式 

１  

 

留学計画書 

左横 

２ 穴 

＆ 

左上 

ﾎｯﾁｷｽ 

サイ ズ Ａ ４ サイ ズ  

応募者

毎に 

１ 部 

・ Excel ファ イ ル 

（ 自由記述書、 受入許可書

等の作成ソ フト は不問）  

 

・ PDF ファ イ ル（ ３ MBま で） 

印刷 片面 

・ 写真については、 写真データ

を 貼付し 印刷し てく ださ い。  

 

・ 確認要件（ 受入機関・ JASSOの

第二種奨学金の家計基準） につ

いて は、 必ず確認し て く ださ

い。  

 

留 学 先 機 関 の

受入許可書等、

留 学 計 画 の 実

現 性 を 証 明 で

き る 文 書 等 の

写し  

サイ ズ Ａ ４ サイ ズ  

印刷 片面 

【 受入許可書等】  

・ 申請時に既に用意でき ている

場合のみ添付し てく ださ い。  

・ 日本語、 英語以外の言語で記

載さ れている 場合は、機関名や

受入れ期間等、受入れ許可に係

る 部分に日本語の訳文を つけ

てく ださ い。  

大

学

等

用 

様式 

２ －１  
申請書 

サイ ズ Ａ ４ サイ ズ  
1 部 － 

印刷 片面 

様式 

２ －２  
申請データ  

サイ ズ Ａ ４ サイ ズ  
1 部 ・ Excel ファ イ ル 

印刷 片面 
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（ ３ ） 申請書類( 紙媒体) の提出方法 

   以下の書類を（ ５ ） 提出先へ郵送で提出し てく ださ い。  

   ・ 様式１  

   ・ 受入許可書等、 留学計画の実現性を証明でき る 文書等の写し ( 任意)  

   ・ 様式２ ―１  

   ・ 様式２ －２  

 

（ ４ ） 申請データ ( 電子媒体) の提出方法 

以下のデータ を（ ５ ） 提出先へ電子メ ールで提出し てく ださ い。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ ５ ） 提出先 

   〒701-1221 岡山市北区芳賀 5301 テク ノ サポート 岡山 2Ｆ   

（ 公財） 岡山県産業振興財団 総務部総務企画課 

未来へト ビタ テ！おかやま 留学応援事業（ も のづく り 人材コ ース ） 担当者宛 

 TEL： 086-286-9661 

MAI L： t obi t at e@opt i c. or . j p 

データ 名 データ 形式 

令和７ 年度未来へト ビ タ テ！おかやま 留学応援事業（ も の

づく り 人材コ ース ） 留学計画書 
様式１  

Excel ファ イ ル 
令和７ 年度未来へト ビ タ テ！おかやま 留学応援事業（ も の

づく り 人材コ ース ） 申請データ  
様式２ －２  

令和７ 年度未来へト ビ タ テ！おかやま 留学応援事業（ も の

づく り 人材コ ース ） 留学計画書 
様式１  

PDFファ イ ル 

（ ３ MBま で）  

※左記データ を一括で

PDF 変換し 、 １ つのフ ァ

イ ルにま と めてく ださ い 

 
留学先機関の受入許可書等、留学計画の実現性を証明で

き る 文書等の写し （ 任意）  
  


